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 邑南町における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本

計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成

27 年法律第 64 号。以下「法」という。）第 15 条に基づき、邑南町長、邑南町

議会議長、邑南町選挙管理委員会、邑南町監査委員、邑南町農業委員会、邑南

町教育委員会が策定する特定事業主行動計画である。 

 

１．計画期間 

本計画の期間は、平成 28 年４月１日から平成 33 年３月 31 日までの５年間と

する。 

 

２.女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等 

邑南町では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、邑南町特

定事業主行動計画策定等検討委員会を設置し、本計画の策定・変更、本計画に

基づく取組の実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等について協議を行

う。 

 

３．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

１ 女性職員の活躍に関する状況把握、課題分析 

法第 15 条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基

づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成27年内閣府令第61号。

以下「内閣府令」という。）第２条に基づき、町長部局、町議会事務局、町選

挙管理委員会事務局、町監査委員事務局、町農業委員会事務局、町教育委員会

事務局において、それぞれの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を

把握し、改善すべき事情について分析を行った。 

 

（１）採用した職員に占める女性職員の割合(平成 16 年～平成 27 年 4 月まで) 

区  分 全  体 女  性 男  性 

採用人数 ４２人 １４人 ２８人 

採用割合 １００.０％ ３３．３％ ６６．７％ 

※ 採用人数に任期付及び再任用職員を含まず、また採用割合は、小数点以下

第２位以下を四捨五入 
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（２）平均した継続勤務年数の男女の差異（平成 27 年３月 31 日現在） 

区  分 比  較 女  性 男  性 

人  数 △６５人 ７６人 １４１人 

継続勤務年数 １．５年 ２２．０年 ２０．５年 

※ 勤続勤務年数は、単純に職員数（任期付及び再任用職員を除く。）で除し

た。（小数点以下第２位以下を切り捨て） 

 

（３）職員一人当たりの各月の超過勤務時間（平成 26 年度） 

区  分 総超過勤務時間 職員一人当たり 

４  月 ２，２２１時間 １０．２時間 

５  月 １，８０１時間 ８．２時間 

６  月 １，７８８時間 ８．２時間 

７  月 １，３５３時間 ６．２時間 

８  月 １，０７２時間 ４．９時間 

９  月 ９５９時間 ４．４時間 

10  月 １，２２７時間 ５．６時間 

11  月 １，４４７時間 ６．６時間 

12  月 ３，９０５時間 １７．９時間 

１  月 １，３４３時間 ６．１時間 

２  月 １，２１９時間 ５．６時間 

３  月 １，８７８時間 ８．６時間 

計 ２０，２１３時間 ９３．１時間 

※ 職員一人当たりの時間数は、平成 27 年４月１日現在の職員数２１７人（時

間外勤務手当が支給されない職員を除く。）で単純に除した。（小数点第２

位以下を四捨五入） 

 

（４）管理的地位にある職員に占める女性職員の割合（平成27年４月１日現在） 

区  分 全  体 女  性 男  性 

対象人数 ５５人 ９人 ４６人 

割  合 １００.０％ １６．４％ ８３．６％ 

※ 課長補佐級以上の職員。（小数点以下第２位以下を四捨五入） 
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（５）各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（平成 27 年４月１日現在） 

区    分 全  体 女  性 男  性 

任期付 
人数 ３人 ２人 １人 

割合 １００％ ６６．７％ ３３．３％ 

主事級 
人数 ２０人 ５人 １５人 

割合 １００％ ２５．０％ ７５．０％ 

主任主事級 
人数 ３２人 １１人 ２１人 

割合 １００％ ３４．４％ ６５．６％ 

係長級 
人数 ７４人 ２９人 ４５人 

割合 １００％ ３９．２％ ６０．８％ 

課長補佐級 
人数 ６９人 ２９人 ４０人 

割合 １００％ ４２．０％ ５８．０％ 

課長級 
人数 １９人 ０人 １９人 

割合 １００％ ０％ １００％ 

※ 割合は、小数点以下第２位以下を四捨五入。 

 

（６）男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（平成 26 年度） 

区    分 女  性 男  性 

対象人数 ５人 ９人 

取得人数 ５人 ０人 

取得率 １００.０％ ０％ 

平均取得時間 ２８３.０日 ０日 

※ 取得率及び平均取得時間は、小数点以下第２位以下を四捨五入。 

 

（７）男性職員の配偶者出産休暇又は育児参加のための休暇取得率及び平均（平

成 26 年度） 

区    分 男    性 

対 象 人 数 ９人 

取 得 人 数 ０人 

取 得 率 ０％ 

平均取得時間 ０日 

※ 取得率及び平均取得時間は、小数点以下第２位以下を四捨五入。 
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（８）年次休暇取得状況（平成 27 年） 

対象人数 請求日数 取得日数 残日数 平均取得日数 

202 人 ７，４１３日 ２，３５８日 ５，２０１日 １１．６７日 

 

２ 女性職員の活躍の推進に向けた目標 

当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設

定する。 

なお、この目標は、町長部局、町議会事務局、町選挙管理委員会事務局、町

監査委員事務局、町農業委員会事務局、町教育委員会事務局において、それぞ

れの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情

について分析を行った結果、最も大きな課題に対応するものから順に掲げてい

る。 

【数値目標】 

（１） 平成 32 年度までに、採用者の女性割合を、平成 27 年度までの実績

（33.3％）より 6.7％以上引き上げ、4割以上にする。 

（２） 平成 32 年度までに、課長補佐級以上の女性職員の割合を、平成 27

年度の実績（16.4％）より３．６ポイント以上引き上げ、２割以上に

する。 

（３） 平成 32 年度までに、制度が利用可能な男性職員の育児休業の取得実

績を、平成 27 年度の実績（０人）から引き上げ、１人以上にする。 

（４） 平成 32 年度までに、配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇を利

用可能な全ての男性職員が取得できるよう努める。 

（５） 平成 32 年度までに、職員の年次休暇の平均取得日数を、平成 27 年

の実績（11.67 日）より 3.33 日引き上げ 15 日とする。 

（６） 平成 32 年度までに、早出遅出勤務制度（フレックスタイム制）の活

用により柔軟な働き方をする職員の利用促進を図る。 

 

４．女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期 

上記で掲げた数値目標その他の目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施す

る。 

なお、この取組は、町長部局、町議会事務局、町選挙管理委員会事務局、町

監査委員事務局、町農業委員会事務局、町教育委員会事務局において、それぞ
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れの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情

について分析を行った結果、最も大きな課題に対応するものから順に掲げてい

る。 

【取組内容及び実施時期】 

（１）行政職採用者の女性割合 

・ 平成 28 年度より、仕事と子育ての両立が出来る、女性が活躍できる職

場であることを募集要項等で広報する。 

（２）管理的地位への女性職員の登用について 

・ 平成 28 年度より、女性職員の参加しやすい研修や外部研修（自治大学

校、市町村アカデミー等）への派遣を行う。 

・ 平成 28 年度より、係長職以上の各役職段階における人材確保を念頭に

置いた計画的な人材育成を図る。 

（３）、（４）育児休業等を取得しやすい環境の整備等 

・ 平成 28 年度より、組織として、イクメン・イクボス宣言など男性職員

の育児参画を進めることを目標に掲げる。 

・ 平成 28 年度より、出産を控えている全ての男女に対し、管理職員（又

は人事担当部局）による面談を行い、各種両立支援制度（育児休業、配

偶者出産休暇、育児参加のための休暇等）の活用促進やキャリアプラン

に関する助言を行う。 

・ 平成 28 年度より、育児休業等の取得前後において、育児休業等からの

円滑な復帰に資する研修や所属職場との連絡体制の確保等の必要な支援

を行う。 

（５）年次有給休暇等の取得の促進について 

・ 平成 28 年度より、庁議等の場において、担当部署から、定期的に休暇

の取得促進を徹底させ、職場の意識改革を行う。 

・ 安心して職員が年次休暇の取得ができるよう、事務処理において相互

応援が出来る体制を整備する。そのため、副担当者制の実質稼動、文書

管理・共有フォルダの促進活用をはかる。 

・ 平成 28 年度より、連続休暇等の長期休暇取得推進策として、リフレッ

シュ休暇の４日連続取得促進を図る。 

（６）早出遅出出勤制度の推進について 

・ 平成 28 年度より、子育て中の職員が働きやすい職場環境、職員が能力

を発揮しやすい職場環境となるよう早出遅出出勤制度の試行を行う。 


